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はじめに

連合総研は1987年に発足し、昨年12月10周年を迎えました。それを機に、広く国内外の労働運動にかか

わる政策・理論・運動の識者、指導者の皆様にお集まりいただき、『創立10周年シンポジウム』を開催

いたしました。

このシンポジウムの概要は、すでに連合総研の機関誌であるＤＩＯ（№113 1998年３月15日号）及び連

合総研ホームページなどで、ご紹介をさせていただいております。しかし、このシンポジウムのなか

で、『連合の未来への挑戦』と題しておこなわれた第５セッションにおいては、今後の連合運動を考え

るにあたり、参考になる議論や問題提起が数多くなされました。

そこで連合総研は、このセッションの内容を労働運動にかかわる多くの方々にお伝えすべく、このＤＩ

Ｏ臨時増刊号を発行させていただきました。

第５セッションは２部構成でおこなわれ、第１部は５つの連合加盟産別から「産業別労働組合の将来戦

略」と題して、産業別労働組合の取り組みとともに、ナショナルセンターである連合に対し、いくつか

の問題提起がなされました。

それをうけ、第２部は、連合レベルでの、現在の課題と将来の方向についてパネルディスカッションを

開催いたしました。

以下は、当日の速記録を、文責事務局にて、とりまとめたものであります。

なお、昨年12月におこなわれたシンポジウムの内容であるため、現在の情勢と若干相違する点があるこ

とをご了承下さい。

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no118b/dio.htm
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自動車総連のあり方委員会中間報告

自動車総連企画局長

田 崎 剛 彦

「あり方委員会」について

私ども自動車総連は、本年25周年を迎え、これを機にこの「あり方委員会」を設置いたしました。これ

は、産別の運動の方向性、あるいは、組織のあり方等について直近の環境変化を踏まえて、改めて問い

直してみようではないかという経緯で設置をいたしたものです。97年９月の大会で、中間の報告をし、

今、組織内の議論を詰めて、来る１月の中央委員会で正式な答申報告をする予定です。本日私が報告い

たしますことも、まだ議論経過中のものであるということをまずご了解いただきたいと思っておりま

す。

また中間報告は、この現実を直視して、具体的に対応策を早急にやらなければいけないもの、これにつ

いて重点的に議論した結果でございますので、やや中期的、将来的ということからは外れるかもしれま

せんが、その点もお含みおきいただければと思います。

環境変化に伴う労働運動の役割と活動の重点化

今、労働運動の置かれた状況をかんがみまして、21世紀においても労働運動が価値ある存在となってい

くためには、もちろん連合の強化が不可欠であるというのは、共通認識かと思います。しかし、組織の

中で、組合員、単組、あるいは私どもの労連という組織の評価、あるいは意見を集約していきますと、

今の連合は、あまりにも幅が広がり過ぎて、特に成果という観点からすると、なかなか我々８００万組

合員の期待に１００％こたえるものというには、まだ必ずしもなっていないのではないかというような

意見がまとまりました。連合運動をより強化していく、あるいは求心力を高めていくという観点からす

ると、連合結成時の初心に立ち戻って、いま一度考え直す必要があるのではないかという視点で、４点
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報告をしたいと思います。

第１点は、生活闘争、いよいよ本格化しているわけですが、私ども産別としましては、生活闘争、特に

具体的な要求設定あるいは交渉については産別主体でやっていくべきではないか。

２点目は、政策・制度課題、連合の重要な活動として位置づけているわけですが、これにつきまして

も、実現性を重視して、重点化あるいは層別化、こういった視点で取り組みが必要ではないか。

３点目は、この政策の層別化を受け入れるという意味合いでも産業別部門連絡会、これを機軸とした運

営体制を早急に構築していくべしと。

４点目は、地方連合における活動についてですが、地方連合会の自主性とのバランスを勘案しつつとい

う前提で、やはり意思決定過程における地方連合、あるいは連合中央、この権限と責任をもう少し明確

にしていくべきではないかということです。以上４点を連合に対し提起させていただきたいと思いま

す。

また、連合強化、こういった観点、例えば、私どもＩＭＦ－ＪＣに参加している組織としては、やはり

金属産業の労働組合の総意を結集して、金属労協が１つになって、直接的に連合に対して影響力を発揮

する、こういった体制をつくることが１つ重要なことだという認識でおります。そのためにも自動車総

連としても、今、鉄鋼労連の衞藤委員長が提起されている金属大産別構想、こういった議論には、全体

の効率化あるいは簡素化、屋上屋を排するというような前提をつけたもとで、この論議には積極的に参

画して、よりよい方向を目指していきたいと思っています。

三階建て組織の特長を生かした産別機能の強化

次に、自動車総連個別の産別の問題について、幾つかポイントについて報告いたしたいと思います。耳

なれない言葉だと思いますが、三階建て組織の特徴を生かした産別機能の強化ということです。組織図

を見ていただきますとおわかりいただけると思いますが、私ども自動車総連の組織構成は企業別グルー

プを中心とした12の労連、全トヨタ労連から始まりまして、部品労連まで12の労連の構成組織になって
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います。単組数は1,415ございますが、基本的には労連に加盟し、総連には労連台で加盟するという、い

わばこの中間の労連がミニ産別的な機能を持っているという組織です。自動車総連としましても、残念

ながら、一昨年結成以来、初めて組織人員が減少するという事態に至りまして、今回の議論の中でも、

産別本部の組織、財政、人員、こういったものを現行以上に強化する事は、現実問題、困難であるとい

う認識に立たざるを得ない状況です。こういった状況のなかで、産別機能をいかに強化していくかとい

うことを議論してきました結果、この三階建て、特に総連、労連、この組織が一体となって、産別化を

推進するんだという視点が大切ではないかということで、幾つか具体的な提案を検討している次第で

す。

自動車総連の組織概要

            自動車総連 81.7万人（1,415単組）

   全  日  全  三  全  全  富  ダ  ス  日  ヤ  部 
   ト  産  本  菱  国  い  士  イ  ズ  野  マ  品 
   ヨ  労  田  自  マ  す  労  ハ  キ  労  ハ  労 
   タ  連  労  動  ツ  ゞ  連  ツ  労  連  労  連 
   労     連  車  ダ  労     労  連     連    
   連        労  労  連     連             
            連  連                      
(28.4万人) (21.4)(7.1) (6.5) (5.1) (3.1) (2.2) (2.1) (1.5) (1.4) (1.2) (1.7) 
   ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  単組

例えば、産業政策活動をとってみますと、自動車総連にとって、積年の課題の、販売正常化という問題

があります。いろいろ新聞等で取りざたされていると思いますが、自動車産業は、極めて行き過ぎた過

当競争とも言える激しい業界にある産業であります。いかにして我々はこの行き過ぎた過当競争を是正

して、公正なルールのもとでの競争状態をつくり出すかということを産業政策として取り組んできてい

るわけです。これを具体的に是正していくために、メーカーあるいは販売会社、これらの経営者に対し

て直接影響力を行使する、あるいは47都道府県単位でのきめ細かい労使会議等を設定して、経営側に是

正を求めていくというような体制が必要になってきます。その中でかなりの重点投入をしなければいけ

ないということに関しては、労連から一定期間スタッフとして、短期専従をしていただいて、プロジェ

クトチームを編成して集中的に取り組むというような方策をとって、具体的な事の解決に当たっていき

たいと考えています。

また、私どもは47都道府県の地方協議会を持っていますが、製造拠点のある・なし等でかなり活動のば

らつきがあります。しかし、自動車総連として総ての地協に専従者を派遣していくような余裕も体制も

ありませんので、各労連から地協に人を派遣してもらって、自動車総連の地協活動を実質的に専任ある

いは専従化してもらうことで、各労連組織に地協活動をゆだねるというようなことをお願いし、総連・
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労連一体となった活動をやっていけないかというようなことを検討しました。

春闘再構築、あるいは、総連共闘をこれからどうしていくかというようなことも議論しておりますが、

時間の関係で省かせていただきます。

販売、部品、輸送を含めた業種別共闘の強化

私どもの構成組織を見ていただきますと、メーカーから始まりまして、販売、部品、輸送、一般業種、

５つに大きく分けた部会構成になっております。ややもするとメーカー中心的な運動になりがちです

が、労連の加盟形態を基本としながらも、業種別の特性を生かした運動をいかに構築していくという観

点で、今回、業種別政策の充実を考えています。そのための体制づくり、こういったことも検討してま

いりました。特に、販売、部品につきましては、販売20万、部品30万という組合員を抱えております。

そうなると活動領域も広がってきておりますので、よりきめ細かい指導体制を確立するためにも、事務

局体制を強化していく方向で考えていきたいと思っております。

また、業種別の置かれた状況も違いますので、生活闘争のときなどは業種別の共闘も総連単位で組んで

いますが、さらに業種ごとの共闘も強化していこうというような方向で検討を考えています。

組織拡大の取り組みということで、冒頭お話ししましたとおり、組織人員の減少という事態に、今直面

をしまして、改めて自動車総連としては100万人自動車総連の実現というものを理念として推進していき

たいと考えています。特に未組織問題を抱えたままですと、産業別最低賃金の問題や地域ごとの活動基

盤をいかにして強化していくかということ等、産業政策にとって、非常に重要な課題になるだろうとい

う認識です。重点的には、メーカー系列の販売会社、あるいは取引関係のある、あるいは分社化された

企業、こういったものを最優先課題として組織化の中期計画をつくって、もう一度足元を固め直そうと

いうふうなことを思っております。

資源の再配分による活動の重点志向ということで、幾つか、業種別政策を強化する、共闘を強化する、

さらには、改めて、自動車総連としても重点分野を絞った政策活動を強化していこうというような提言

をまとめている最中です。その際問題になりますのは、やはりスクラップ・アンド・ビルドということ

で、活動を強化する一方、資源としては見直して、効率化することによって資源を捻出しなければいけ

ないということです。特に、総連、労連の役割分担をいま一度洗い直し、総連本部でやるべきことを、
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整理をしています。

ほんの一例ですが、検討していますのは、総連としての広報活動については、今機関誌を月１回発行し

ていますが、機関誌等も廃刊して、ホームページ、あるいはニュースリリース等の対外的なことに特化

していったらどうかと考えています。他につきましても、各種機関の効率化等、今、検討している最中

です。

今後の課題

最後に残された課題ということで、３点のみご報告をさせていただきたいと思います。

１点目は、これから連合の会費問題も財政確立委員会等で議論されていくと思いますが、総連としての

地域財政指針を確立していかなければいけないという点です。

２点目は、産業の将来像についてです。これだけ構造改革の流れが激しい中で、自動車産業としても将

来どうなっていくのか。特に販売部門、流通形態の変化にどう対応していくのか、こういったことも組

織問題として検討していくべきだと考えています。

３点目は、流動化している情勢ですが、政治に対する基本スタンス、これをいま一度きちんとしたもの

を確立して、より充実した産別活動につなげていくということです。

以上のようなことを中期的な課題として提起しまして、やや雑駁ではございますが、産別報告とさせて

いただきたいと思います。

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no118b/dio.htm
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新しい日本型雇用処遇システム

電機連合労働政策女性政策担当局長

大 福 真由美

電機連合の組織と展望

冒頭に組織の関係について少し、お話をさせていただきたいと思います。

自動車総連のほうからご提起がございましたが、電機連合も、組織については、これだけ環境変化が激

しいということもありまして、新しい中期運動方針というものの検討を現在しているところでございま

す。しかしまだ、それをまとめる段階にはないということだけ、まずお断りをしておきたいと思いま

す。その上で、検討していることを、端的に申し上げれば、いかに効率的で、求心力を高めるような、

そういう魅力ある産別運動につながることにするためには、どうすべきなのかということです。その一

つは、組織のあり方、もう一つは、その中で行われる統一闘争のあり方という、この２点が大きなテー

マになるのだろうと思っております。結論はありませんが、方向性としては、組織問題については、本

部機能を若干縮小するような形で地方分権化していくことが必要ではないかという観点に立っていると

いうことです。また、統一闘争については、今まで１７中闘と言われるような、大手の組合を中心にし

た運動から中小のところに目線を合わせた、産別ミニマム運動というような考え方ができないかという

あたりを１つのテーマとして、今検討している最中であります。

しかし、いずれにしても、まだ新しく結論が出ているわけでも何でもありませんので、今運動展開を検

討しているということだけ、ご紹介をしておきたいと思います。

私たち電機連合の組織の実態は現在84万人、300組合ですが、これも今申し上げましたように、主に17

の大手が中心になりまして、「前輪駆動」これは、エンジンが前にあってということですが、これから

は前輪の「前」の字が全部の「全」の字になって、それぞれがトルク力を持って、それが調和的に動い
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ていくという組織運動が必要ではないか、というふうにも考えています。その上で、そのための環境変

化に伴って、私たちがどういう産業政策を考え、そして、そこからその産業政策に伴って行われる政策

をうまく転がしていくというための処遇制度あるいは雇用のあり方ということについて考え方を提起し

たいということです。

新しい日本型雇用・処遇システム構築の背景

何よりも大変激しく環境が変化してくるわけですから、問題が顕在化してから対応しようとしても到底

間に合わないということです。したがいまして、私たちはできるだけ前広に私たちの労働条件を守り得

るような具体的な産業政策を鋭く問題指摘をし、提言をしていくという体制が必要ではないかというこ

とで、95年に第５次の産業政策の策定を図りました。丸めて申し上げれば、大変に激しい変化の中で、

私たち電機産業が引き続いてリーディング産業としての役割を21世紀にも果たしていくためには、それ

にふさわしい形に持っていかなくてはいけないということです。

電機産業の新たな雇用展望に向けた考え方ということでありますが、新聞紙上にも報じられたように、

『年功序列型の賃金を排して』というような見出しが出たわけですけれども、それも１つの考え方とい

うことで提起をさせていただきました。しかしそれは、単に賃金を見直すというだけでなく、処遇全般

にわたっての見直しが必要だということでありますし、働き方も変えていかなければいけないというこ

とを問題提起したところです。そして、それを受けて、新しい日本型の雇用処遇システムというもの

を、この夏の大会で提案をいたしました。

高コスト構造の日本の中で生き残っていくために、産業の成長と雇用の確保ということをキーワードに

して、これを両立させるためには、新たな産業を興していかなければいけないし、その産業を興すため

に必要な人材の育成をしていかなければならない。おそらくそれは情報通信産業ということだろうと思

いますが、デファクトスタンダードといったようなものを構築していかなければいけないとすれば、今

までの延長線上の中での、物をまねてつくっていくということでは、もう到底対応できないということ

です。そういういろいろなところに移動も可能になるようなチャネルをオープンにするということが不

可欠だということも１つの提案をし、新しい雇用処遇システムのあり方を提起したところです。
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グローバル化の進展の中での国内雇用の減少

ご案内のとおり、電機は、ピーク時産業全体で240万人ぐらいの雇用がありましたが、現在は大体２１０

万人ですから、30万人ぐらいは減じている。これはどこに行ってしまったかということですが、これも

ご存じのとおり海外へ進出をしています各企業が、海外に雇用を発生させているということです。現在

海外に、約120万人の電機産業に携わる人たちの雇用を生み出しているわけでありますが、組織的にはこ

れ以上国内の雇用をどんどん下げていくわけにはいかない。それならば、どうしたら守れるかというの

が、先ほど申し上げましたような、新しい受け皿をつくっていくことだということにつながります。そ

してそのためにはさまざまな働き方も容認しながら、雇用を守っていかなければいけないというところ

に行き着いたわけです。

新たな雇用、処遇システムと労働組合の果たす役割

処遇システムについては、移動していくという人についても不公平にならないような賃金のあり方など

も含めて、ここに提起をしておりますが、端的には、月例賃金は能力評価を中心に、生活保障要素を重

視した賃金カーブにするべきであって、これからは若い人たちが付加価値を生み出すときに、少しでも

カーブが早期に立ち上がっていくようにし、生計費が下がっていく高年の方々は少しカーブを下げてい

くといいますか、横ばいにしていくというような形で担保していったらどうだろうかということを提起

しているところです。

そのほかに、産別ではどうにもならない社会システムの見直しという事がありますが、ここにこそ連合

としての役割をぜひ発揮をしていただきたいと思います。ついでながら申し上げれば、連合運動は、た

くさんの項目にわたって対応しているわけですけれども、できるだけ的を絞って、わかりやすいター

ゲットをつくり、連合としての政策・制度に向けた役割を十二分に果たしていただくことを期待したい

と思っているところです。

最後に、新たな雇用、処遇システムと労働組合の果たす役割についてです。これは、職場の声を今まで

よりもしっかりと踏まえて、雇用や処遇のシステムに対応しなければいけないし、今までと違った形で

の新しいシステムというものをつくり上げていく上には、若干なりとも痛みが伴うこともやむを得ない

というふうに考えるならば、そのことはきめ細かくやっていかなければ、いけないということです。冒
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頭に申し上げましたが、本部機能を少し小さくしながら、地方分権をして、きめ細かな対応をしていこ

うと。簡単に言えば、今までの大型店から専門店化していくような産別運動にしていくことが必要では

ないかというふうに考えて、そのための仕組みをこれから検討していこうというふうに考えているとこ

ろです。

大変雑駁になりましたけれども、こんなところで報告にかえさせていただきます。ありがとうございま

した。

http://www.rengo-soken.or.jp/dio/no118b/dio.htm
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